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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載し

ていません。 
２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 
３ 第86期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純
損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

回次 
第86期 

第３四半期 
連結累計期間 

第86期
第３四半期 

連結会計期間 
第85期

会計期間 

自 平成20年
４月１日 

至 平成20年
12月31日 

自 平成20年
10月１日 

至 平成20年
12月31日 

自 平成19年
４月１日 

至 平成20年
３月31日 

売上高 (百万円)  1,840,811  536,220  2,700,405

経常利益 

又は経常損失(△) 
(百万円)  55,889  △10,605  186,309

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失(△) 
(百万円)  21,479  △10,101  91,654

純資産額 (百万円) ―  917,822  994,592

総資産額 (百万円) ―  1,881,152  2,097,727

１株当たり純資産額 (円) ―  2,477.22  2,725.67

１株当たり四半期 

（当期）純利益 

又は１株当たり四半期 
純損失(△) 

(円)  76.32  △35.89  322.50

潜在株式調整後 

１株当たり四半期 

（当期）純利益 

(円)  76.32 ―  322.15

自己資本比率 (％) ―  37.1  36.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円)  118,232 ―  299,247

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △164,913 ―  △217,844

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  26,970 ―  △27,682

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高 
(百万円) ―  161,585  190,245

従業員数 (人) ―  74,774  73,509

2009/02/12 14:48:0308530349_第３四半期報告書_20090212144707



 当第３四半期連結会計期間において、当企業グループが営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社については「自動車部品事業」において異動があり、「３ 関

係会社の状況」に記載のとおりです。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、次の会社が新たに当社の関係会社となりました。 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 
２ 特定子会社に該当します。 

  

２ 【事業の内容】 

３ 【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又は

出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有 

割合(％)

役員の
兼任等
(名) 

資金の
貸付 

営業上の
取引 

設備の
賃貸借

(連結子会社)                

アイシン・タイ・オートモーティ
ブ・キャスティング㈱ 

タイ王国 
プラチンブリ県 

百万バーツ

1,681
自動車部品 97.0  

兼任 
２ 

 無  無 無

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

  
(注) １ 従業員数は就業人員（当企業グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当企業グループへ

の出向者を含む。）であり、臨時従業員数は［ ］内に当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記
載しています。     

２ 臨時従業員には、期間工、パートタイマー、嘱託契約の従業員および派遣社員が含まれています。 

(2) 提出会社の状況 

  
(注) １ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従

業員数は［ ］内に当第３四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しています。    
２  臨時従業員には、期間工、パートタイマー、嘱託契約の従業員および派遣社員が含まれています。 

  

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 74,774 [14,973]  

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 12,370 [4,218]  
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第２ 【事業の状況】 

１ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のと

おりです。 

 （注） 金額は、販売価格によっています。 

(2) 受注状況 

 当企業グループの自動車部品事業はトヨタ自動車㈱をはじめとして、大手自動車メーカーの生

産ラインに同調して、製品の製造・販売を行っています。大手自動車メーカーより約３ヶ月前後

の予約的発注指示を受けますが、その発注量の確定指示は平均して１ヶ月分です。従って、下記

に示す受注状況の受注残高はその１ヶ月分です。 

 また、住生活関連機器の輸出については、主として得意先からの注文に基づき生産しており、

受注高は下記に示すとおりです。一方、国内の住生活関連機器については、最近の販売実績およ

び販売見込等の資料を基礎として見込み生産を行っています。 

 その他の事業について受注形態をとっているのは、建設土木事業です。 

 当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のと

おりです。 

 （注） 金額は、販売価格によっています。 

(3) 販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のと

おりです。 

 （注） 主な相手先の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 

自動車部品  500,039

住生活関連機器  8,987

合計  509,026

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

自動車部品  424,806  110,272

住生活関連機器  999  353

その他  4,659  30,213

合計  430,464  140,839

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 

自動車部品  513,887

住生活関連機器  10,095

その他  12,237

合計  536,220

相手先 
当第３四半期連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％)

トヨタ自動車㈱  217,429  40.5
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 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 

 当企業グループは、社会環境の変化やお客様のニーズを先取りした新商品の開発と拡販、グ

ローバル市場での事業拡大、ならびに積極的な環境・社会活動の推進を重点に掲げ、グループ

の総力をあげて取り組みました。 

 当第３四半期連結会計期間の売上高については、自動車部品事業では、グローバルな事業体

制の構築や、ハイブリッドトランスミッションなど環境性能が高い商品の拡販に取り組んだも

のの、世界的な景気減退の影響を受け、自動車の販売台数が日本や欧米といった主要市場で大

幅に落ち込んだほか、中国やロシアなど、これまで拡販を続けてきた市場でも成長が鈍化する

など、世界のほぼすべての市場で減速傾向が顕著になったことにより、5,138億円となりまし

た。また、住生活関連機器事業では100億円、その他事業では122億円となり、合計の売上高は

5,362億円となりました。 

 利益については、経営全般にわたる原価改善活動などに取り組んだものの、売上高の減少に

加え、為替の変動による影響、減価償却費の増加などにより、営業損失は80億円となりまし

た。また、持分法による投資損失などにより、経常損失は106億円、四半期純損失は101億円と

なりました。 

 なお、所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。 

① 日本 

 ハイブリッド車など環境性能の良い車やコンパクト車に対応した製品の投入を加速したも

のの、急速な市場の冷え込みによる自動車販売台数の減少に伴い、オートマチックトランス

ミッションやブレーキコンポーネントをはじめ、自動車部品全般の生産数量が落ち込んだこ

となどにより、売上高は4,259億円となりました。利益については、原価改善活動などに取り

組んだものの、売上高の大幅な減少に加え、減価償却費の増加などにより、145億円の営業損

失となりました。 

② 北米 

 景気の減退による自動車販売不振の影響を受けた得意先シャットダウンに伴い、主要製品

であるオートマチックトランスミッションやドア部品、サンルーフなどの生産数量が大幅に

減少したことなどにより、売上高は732億円、営業損失は38億円となりました。 

③ 欧州 

 カーメーカーの生産台数の減少に加え、為替の変動が大きく影響したことなどにより、売

上高は388億円、営業損失は0.1億円となりました。 

④ その他 

 これまで成長を続けてきた中国での自動車生産台数が伸び悩んだことに加え、タイ市場で

の国内販売台数の減少や為替変動の影響などにより、売上高は644億円、営業利益は92億円と

なりました。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高

は、営業活動により225億円の増加、投資活動により398億円の減少、財務活動により543億円の

増加、現金及び現金同等物に係る換算差額により51億円の減少の結果、当第３四半期連結会計

期間末には1,615億円となり、第２四半期連結会計期間末（1,297億円）に比べ318億円

（24.6％）の増加となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、225億円となりました。これは、税金等調整前四半期純損失

により106億円減少しましたが、減価償却費により469億円増加したことなどによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は、398億円となりました。これは、有形固定資産の取得による

支出により486億円減少したことなどによります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により得られた資金は、543億円となりました。これは、配当金の支払額により102

億円減少しましたが、借入れおよびコマーシャル・ペーパーによる資金調達により644億円増加

したことなどによります。 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題について、重要な変

更および新たに生じた課題はありません。 

(4) 研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間における当企業グループの研究開発費は、総額298億円です。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当企業グループの研究開発活動の状況に重要な

変更はありません。 

  

  

  

  

第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2) 設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の

新設、除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却

等の計画はありません。  
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

② 【発行済株式】 

（注） 提出日現在の発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれていません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  700,000,000

計  700,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現在

発行数(株) 
（平成20年12月31日） 

提出日現在
発行数(株) 

（平成21年２月10日） 

上場金融商品取引所名又は 
登録認可金融商品取引業協会名 

内容

普通株式  294,674,634  294,674,634
東京・大阪・名古屋各証券取引
所市場第一部 

単元株式数
100株  

計  294,674,634  294,674,634 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次

のとおりです。 

（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。 

２ 新株予約権の行使時に払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する１株当たり

の払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

  新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権の行使による場合は、行使価額の

調整は行わないものとする。 

  

株主総会の特別決議日（平成17年６月23日） 

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成20年12月31日） 

新株予約権の数（個） 584 （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  58,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり2,655 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月１日～ 
平成23年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      2,655 
資本組入額     1,328 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が当
社の１単元の株式の数の整数倍となる場合に限り、これ
を行うことができる。 
 その他の新株予約権の権利行使条件については、当社
における定時株主総会決議および新株予約権発行の取締
役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者
との間で締結した「新株予約権割当契約」によるものと
する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を
要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割または併合の比率 

        
  

既発行
株式数

  
＋ 

新規発行または 
処分株式数 

×
１株当たり払込金額 
または譲渡価額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数 
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 会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりで

す。 

（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる

株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。 

 なお、行使価額の調整は以下のとおりとする。 

① 新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。  

② 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を行

う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

ただし、新株予約権の行使の場合は、行使価額の調整は行わないものとする。 

 なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の

処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  

株主総会の特別決議日（平成18年６月22日） 

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成20年12月31日） 

新株予約権の数（個） 7,330 （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  733,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり3,340 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成20年８月１日～ 
平成24年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      3,340 
資本組入額は、会社計算規則第40条第１項に従い算出さ
れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の
結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上
げるものとする。 

新株予約権の行使の条件 

 各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が
当社の単元株式数の整数倍となる場合に限り、これを行
うことができるものとする。 
 その他の新株予約権の行使条件については、当社にお
ける定時株主総会決議および新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との
間で締結する「新株予約権割当契約」によるものとす
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割または併合の比率 

        
  

既発行
株式数

  
＋ 

新規発行 
株式数 

×
１株当たり 
払込金額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる

株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。 

 なお、行使価額の調整は以下のとおりとする。 

① 新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。  

② 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を行

う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

ただし、新株予約権の行使の場合は、行使価額の調整は行わないものとする。 

 なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の

処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  

株主総会の特別決議日（平成19年６月21日） 

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成20年12月31日） 

新株予約権の数（個） 6,120 （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  612,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり4,799 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成21年８月１日～ 
平成25年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      4,799 
資本組入額は、会社計算規則第40条第１項に従い算出さ
れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の
結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上
げるものとする。 

新株予約権の行使の条件 

 各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が
当社の単元株式数の整数倍となる場合に限り、これを行
うことができるものとする。 
 その他の新株予約権の行使条件については、当社にお
ける定時株主総会決議および新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との
間で締結する「新株予約権割当契約」によるものとす
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割または併合の比率 

        
  

既発行
株式数

  
＋ 

新規発行 
株式数 

×
１株当たり 
払込金額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる

株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。 

 なお、行使価額の調整は以下のとおりとする。 

① 新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。  

② 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を行

う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

ただし、新株予約権の行使の場合は、行使価額の調整は行わないものとする。 

 なお、上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の

処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  

株主総会の特別決議日（平成20年６月20日） 

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成20年12月31日） 

新株予約権の数（個） 11,730 （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  1,173,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり3,458 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成22年８月１日～ 
平成26年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      3,458 
資本組入額は、会社計算規則第40条第１項に従い算出さ
れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の
結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上
げるものとする。 

新株予約権の行使の条件 

 各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が
当社の単元株式数の整数倍となる場合に限り、これを行
うことができるものとする。 
 その他の新株予約権の行使条件については、当社にお
ける定時株主総会決議および新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受ける者との
間で締結する「新株予約権割当契約」によるものとす
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割または併合の比率 

        
  

既発行
株式数

  
＋ 

新規発行 
株式数 

×
１株当たり 
払込金額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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 該当事項はありません。 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成20年10月１日～ 
平成20年12月31日 

 ―  294,674 ―  45,049  ―  62,926

(5) 【大株主の状況】 

 当第３四半期会計期間において、バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社から、

平成20年12月15日付でバークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社、バークレイズ・グ

ローバル・インベスターズ・エヌ・エイ、バークレイズ・グローバル・ファンド・アドバイザー

ズ、バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッドを提出者とする大量保有報告書

（変更報告書）の提出があり、平成20年12月８日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受

けましたが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができ

ません。 

 なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりです。 

 氏名又は名称  住所 
 所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ株式会社 

東京都渋谷区広尾１丁目１番39号    4,277  1.45 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・エヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州 サンフランシ
スコ市 ハワード・ストリート400 

   4,163 1.41 

バークレイズ・グローバル・フ
ァンド・アドバイザーズ 

米国 カリフォルニア州 サンフランシ
スコ市 ハワード・ストリート400 

   1,624 0.55 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・リミテッド 

英国 ロンドン市 ロイヤル・ミント・
コート１ 

   1,563 0.53 
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認で

きないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株

主名簿による記載をしています。 

① 【発行済株式】 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄には、実質株主名簿に記載されていない株式会社証券保管振替機構名義の株

式1,000株が含まれています。なお、「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権

の数10個が含まれていません。 

② 【自己株式等】 

(注) ※ 当社所有の自己株式は、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基

づく取締役会決議による自己株式の取得、会社法第163条の規定に基づく子会社からの自己株式の取得および

単元未満株式の買取請求によるものです。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  (注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部の株価によっています。 

  

(6) 【議決権の状況】 

  平成20年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式） 

普通株式  13,181,600 
― 単元株式数100株 

（相互保有株式） 

普通株式      94,900 
― 単元株式数100株 

完全議決権株式(その他) 普通株式  281,206,600  2,812,056 単元株式数100株 

単元未満株式 普通株式     191,534 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  294,674,634 ― ― 

総株主の議決権 ―  2,812,056 ― 

  平成20年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式）           

アイシン精機㈱※ 
愛知県刈谷市朝日町２丁目
１番地  13,181,600 ―  13,181,600  4.47

（相互保有株式）                          

豊明木工㈱ 
愛知県刈谷市野田町場割８
丁目１番地  94,900 ―  94,900  0.03

計 ―  13,276,500 ―  13,276,500  4.51

２ 【株価の推移】 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円)  3,770  3,820  3,980  3,590  2,950  2,890  2,515  2,180  1,326

最低(円)  3,360  3,340  3,460  2,770  2,590  2,345  1,352  1,194  1,068

３ 【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあ

りません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成していま

す。 

 なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣

府令第50号) 附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づ

いて作成しています。 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20

年10月１日から平成20年12月31日まで）および当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビュ

ーを受けています。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 99,265 102,293

受取手形及び売掛金 271,852 373,697

有価証券 61,940 95,636

商品及び製品 75,051 80,967

仕掛品 53,590 46,952

原材料及び貯蔵品 50,940 47,440

その他 127,394 123,675

貸倒引当金 △482 △746

流動資産合計 739,551 869,917

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 546,324 536,086

減価償却累計額 △295,850 △282,709

建物及び構築物（純額） 250,474 253,377

機械装置及び運搬具 1,416,285 1,365,899

減価償却累計額 △990,873 △936,366

機械装置及び運搬具（純額） 425,411 429,533

工具、器具及び備品 259,129 248,379

減価償却累計額 △220,644 △206,768

工具、器具及び備品（純額） 38,484 41,610

土地 98,215 94,649

建設仮勘定 56,712 56,602

有形固定資産合計 869,298 875,773

無形固定資産 19,345 20,885

投資その他の資産   

投資有価証券 184,118 267,509

その他 69,275 64,086

貸倒引当金 △437 △445

投資その他の資産合計 252,956 331,150

固定資産合計 1,141,600 1,227,810

資産合計 1,881,152 2,097,727
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 285,224 372,058

コマーシャル・ペーパー 28,000 －

短期借入金 30,683 28,647

製品保証引当金 18,830 18,962

その他の引当金 1,646 2,071

その他 206,410 282,539

流動負債合計 570,796 704,280

固定負債   

社債 39,989 39,988

長期借入金 249,067 227,664

退職給付引当金 83,610 82,018

その他の引当金 5,952 6,233

その他 13,913 42,950

固定負債合計 392,533 398,854

負債合計 963,329 1,103,134

純資産の部   

株主資本   

資本金 45,049 45,049

資本剰余金 58,831 58,825

利益剰余金 581,871 578,969

自己株式 △20,722 △20,738

株主資本合計 665,030 662,106

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 37,159 88,130

繰延ヘッジ損益 △1,438 △1,184

為替換算調整勘定 △3,517 18,071

評価・換算差額等合計 32,204 105,016

新株予約権 989 601

少数株主持分 219,598 226,867

純資産合計 917,822 994,592

負債純資産合計 1,881,152 2,097,727
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(2) 【四半期連結損益計算書】 
 【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 1,840,811

売上原価 1,644,873

売上総利益 195,938

販売費及び一般管理費  

給料及び手当 39,984

その他 106,854

販売費及び一般管理費合計 146,838

営業利益 49,099

営業外収益  

受取利息 815

受取配当金 5,077

持分法による投資利益 2,834

その他 8,426

営業外収益合計 17,153

営業外費用  

支払利息 2,792

その他 7,571

営業外費用合計 10,364

経常利益 55,889

税金等調整前四半期純利益 55,889

法人税等 ※  24,736

少数株主利益 9,673

四半期純利益 21,479
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

売上高 536,220

売上原価 498,588

売上総利益 37,632

販売費及び一般管理費  

給料及び手当 13,568

その他 32,153

販売費及び一般管理費合計 45,721

営業損失（△） △8,089

営業外収益  

受取利息 218

受取配当金 2,262

その他 1,951

営業外収益合計 4,432

営業外費用  

支払利息 1,014

持分法による投資損失 1,581

為替差損 2,263

その他 2,089

営業外費用合計 6,948

経常損失（△） △10,605

税金等調整前四半期純損失（△） △10,605

法人税等 ※  1,423

少数株主損失（△） △1,926

四半期純損失（△） △10,101
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 55,889

減価償却費 135,826

売上債権の増減額（△は増加） 90,446

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,467

仕入債務の増減額（△は減少） △67,682

その他 △13,430

小計 185,582

利息及び配当金の受取額 8,404

利息の支払額 △2,447

法人税等の支払額 △73,306

営業活動によるキャッシュ・フロー 118,232

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金及び有価証券の増減額（△は増加） 3,635

有形固定資産の取得による支出 △170,367

有形固定資産の売却による収入 4,534

投資有価証券の取得による支出 △12,509

投資有価証券の売却及び償還による収入 13,221

その他 △3,427

投資活動によるキャッシュ・フロー △164,913

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減額
（△は減少）

29,897

長期借入れによる収入 37,500

長期借入金の返済による支出 △14,372

配当金の支払額 △18,573

少数株主への配当金の支払額 △7,925

その他 444

財務活動によるキャッシュ・フロー 26,970

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,949

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △28,660

現金及び現金同等物の期首残高 190,245

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  161,585
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項

の変更 

(1) 連結の範囲の変更 

  第１四半期連結会計期間 

（新規 １社） 

    株式取得：S&Eブレーキ㈱ 

（除外 １社） 

 合併による除外：㈱アイシン・リビングプランナー 

 第３四半期連結会計期間 

（新規 ３社） 

    新規設立：アイシン・テクニカルセンター・オブ・アメリカ㈱ 

         台州アイシン瑞豊自動車部品㈲ 

         アイシン・タイ・オートモーティブ・キャスティング㈱ 

（除外 ３社） 

 合併による除外：アドヴィックス・マニュファクチャリング・ジョージア㈱ 

         天津アイシン自動車部品㈲ 

      解散：アイシン・エーアイ・チェコ㈲ 

(2) 変更後の連結子会社の数 

   148社 

２ 会計処理基準に関する事

項の変更 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

  たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による

原価法によっていましたが、第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）の適用に伴い、主として総

平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）により算定しています。 

 これにより損益に与える影響は軽微です。 

 また、セグメント情報に与える影響は軽微です。 

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間から、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用していま

す。 

 これにより損益に与える影響はありません。 

【簡便な会計処理】 

  

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１ たな卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略

し、第２四半期連結会計期間末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定し

ています。 

２ 固定資産の減価償却費の

算定方法 

 減価償却の方法として定率法を採用しているものについては、当連結会計年度に係る

減価償却費の額を期間按分する方法により算定しています。 

３ 法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 一部の連結子会社における法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目

や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっています。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められた場合に、前連結会計年度

決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用しています。 

４ 退職給付費用の算定方法  従業員の退職給付に備えるため、主として当連結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき、当第３四半期連結会計期間末において発生していると

認められる額を計上しています。 
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【追加情報】 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期間から、有形

固定資産の一部について耐用年数を変更しています。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は7,517百万円、経常利益および税金等調整前四半期純利益はそ

れぞれ7,557百万円減少しています。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。 

（役員退職慰労金制度の変更） 

 当社では、平成20年６月20日開催の定時株主総会等において、取締役および常務役員の退職慰労金制度を廃止し、当

該株主総会終結のときまでの在任期間をもとに、当社における所定の基準に従い、相当額の範囲内で慰労金を打ち切り

支給することが、承認可決されました。 

 なお、役員退職慰労引当金は、固定負債「その他の引当金」として表示しています。 

【注記事項】 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 

   至 平成20年12月31日） 

※  当第３四半期連結累計期間に係る法人税、住民税及び事業税と、法人税等調整額はその合計額を「法人税等」と

して表示しています。 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 

   至 平成20年12月31日） 

※  当第３四半期連結会計期間に係る法人税、住民税及び事業税と、法人税等調整額はその合計額を「法人税等」と

して表示しています。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
  

  

当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定  99,265 百万円  

有価証券勘定  61,940   

流動資産 その他  127,394   

   計  288,600   

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等  △3,239   

取得日から償還日までが３ヶ月を超える 
短期投資等 

 △12,027   

現金同等物以外の流動資産その他   △111,748   

現金及び現金同等物  161,585   
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（株主資本等関係） 
  

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年
４月１日 至 平成20年12月31日） 

 １ 発行済株式の種類及び総数 

   普通株式         294,674,634株 

 ２ 自己株式の種類及び株式数 

   普通株式           13,216,460株 

 ３ 新株予約権等に関する事項 

   ストック・オプションとしての新株予約権 

    新株予約権の四半期連結会計期間末残高   提出会社(親会社) 989百万円 

 ４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期
連結会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

 ５ 株主資本の金額の著しい変動 

  

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月20日 

定時株主総会 
普通株式  10,133  36 平成20年３月31日 平成20年６月23日 利益剰余金 

平成20年10月30日 

取締役会 
普通株式  8,444  30 平成20年９月30日 平成20年11月26日 利益剰余金 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年３月31日 残高 
（百万円） 45,049 58,825 578,969  △20,738 662,106

四半期連結累計期間中の変動額                          

剰余金の配当           △18,577       △18,577

四半期純利益           21,479       21,479

自己株式の取得                 △18 △18

自己株式の処分      6       34 40

四半期連結累計期間中の変動額合計
（百万円） ― 6 2,901  15 2,923

平成20年12月31日 残高 
（百万円） 45,049 58,831 581,871  △20,722 665,030
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当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期

連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 当企業グループは各種自動車部品の製造、販売を主な事業としています。その売上高および営

業損益の金額が、全セグメントの売上高合計および営業損益合計に占める割合の90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  
 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 日本以外の区分に属する主な国 

 北米地域   ……米国、メキシコ 

 欧州地域   ……ベルギー、チェコ 

 その他の地域 ……中国、タイ 

３  「追加情報」（有形固定資産の耐用年数の変更）に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期間から、有形固定資産の一部について耐用年数

を変更しています。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は「日本」で7,517百万円減少しています。 

  

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他

（百万円）
計

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 
売上高 

 368,120  69,033  37,130  61,935  536,220  ―  536,220

(2）セグメント間の内部
売上高 

 57,849  4,204  1,745  2,541  66,340  (66,340)  ―

計  425,970  73,238  38,875  64,476  602,561  (66,340)  536,220

営業利益又は営業損失(△)  △14,545  △3,853  △19  9,246  △9,172  1,083  △8,089

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他

（百万円）
計

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する 
売上高 

 1,267,440  249,268  134,076  190,026  1,840,811  ―  1,840,811

(2）セグメント間の内部
売上高 

 223,301  9,854  5,734  7,129  246,020  (246,020)  ―

計  1,490,741  259,122  139,811  197,156  2,086,832  (246,020)  1,840,811

営業利益又は営業損失(△)  17,597  △1,893  1,062  29,617  46,384  2,714  49,099
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当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  
 （注）１ 地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 各区分に属する主な国 

 北米地域   ……米国、カナダ 

 欧州地域   ……ドイツ、スウェーデン 

 その他の地域 ……中国、タイ、韓国 

  

【海外売上高】 

  北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円)  79,658  42,658  87,977  210,294

Ⅱ 連結売上高(百万円)  ―  ―  ―  536,220

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

 14.9  7.9  16.4  39.2

  北米 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円)  280,598  156,862  282,671  720,132

Ⅱ 連結売上高(百万円)  ―  ―  ―  1,840,811

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

 15.2  8.5  15.4  39.1

（有価証券関係） 
  

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

    該当事項はありません。  

  

 ２ その他有価証券で時価のあるもの 

  
 （注） 有価証券の減損にあたっては個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落

した」ものとし、時価の推移および発行体の財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断しています。  

種類 
取得原価
（百万円） 

四半期連結貸借対照表 
計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

（1）株式  45,945  108,395  62,450

（2）債券       
① 国債・地方債等  17,052  17,197  144

② 社債  7,537  7,501  △35

（3）その他  11  11  0

合計  70,546  133,105  62,559
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（１株当たり情報） 
  

１ １株当たり純資産額 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎 

２ １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

 （注） １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の

基礎  

  

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭2,477 22 １株当たり純資産額 円 銭2,725 67

  
当第３四半期連結会計期間末

（平成20年12月31日） 
前連結会計年度末

（平成20年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  917,822  994,592

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）  220,588  227,469

（うち新株予約権）  (989)  (601)

（うち少数株主持分）  (219,598)  (226,867)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 

（百万円） 
 697,234  767,123

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株） 
 281,458  281,443

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純利益 円 銭76 32

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益 円 銭76 32

１株当たり四半期純損失(△) 円 銭△35 89

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効
果を有している潜在株式が存在しないため記載していま
せん。 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純利益又は 
１株当たり四半期純損失 

    

四半期純利益又は 
四半期純損失(△)（百万円） 

 21,479  △10,101

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益又は 
四半期純損失(△)（百万円） 

 21,479  △10,101

普通株式の期中平均株式数（千株）  281,455  281,458

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益     

四半期純利益調整額（百万円）  ―  ―

普通株式増加数（千株）  0  ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要 

――――― ――――― 
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(1) 中間配当に関する取締役会決議は次のとおりです。 

決議年月日        平成20年10月30日（中間配当支払開始日 平成20年11月26日） 

中間配当金の総額     8,444百万円 

１株当たりの中間配当額  30円 

(2) その他特筆すべき事項はありません。 

２ 【その他】 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成21年２月10日

アイシン精機株式会社   

  取 締 役 会 御 中       

  あらた監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西 川 浩 司 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 本 房 弘 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアイシン精機株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アイシン精機株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

追記情報 

 追加情報に記載されているとおり、法人税法の改正に伴い耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期間から、有

形固定資産の一部について耐用年数を変更している。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 
  

  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年２月10日 

【会社名】 アイシン精機株式会社 

【英訳名】 AISIN SEIKI CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  山内 康仁 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 愛知県刈谷市朝日町２丁目１番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄３丁目８番20号） 
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 当社代表取締役 山内 康仁 は、当社の第86期第３四半期（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されているこ

とを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

２ 【特記事項】 
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